Ⅰ－８　苦情解決に関する規則

第１章　総　　　則

（目　的）

第１条　この規則は、福祉サービスの向上を図るため、利用者等からの苦情の適切な解決に関して、知的障害者援護施設の設備及び運営に関する基準に基づき必要な事項を定めたものである。

	法人の姿勢を以下のように条文化することも検討されたい。

（法人の姿勢）

第２条　法人は苦情申出を謙虚に受け止め、この規則に則り迅速にその解決に努めると共に、当然のことながら苦情申出人(以下「申出人」という。)　に対し如何なる不当な取り扱いもしない。




第２章　苦情解決委員

（委員の職務）

第２条　苦情解決に社会性や客観性を確保するため苦情解決委員（以下「委員」という。）を選任する。委員は第三者とし、次の職務を行う。

(1) 苦情受付担当者（以下「担当者」という。）からの受付けた苦情内容の報告、聴取。

(2) 苦情内容の報告を受けた旨の苦情申出人への通知。

(3) 利用者からの苦情の直接受付

(4) 申出人への助言

(5) 社会福祉法人○○会への助言

(6) 申出人と苦情解決責任者（以下「責任者」という。）の話し合いへの立ち会い、助言

(7) 苦情に関わる事案の改善状況等の報告、聴取

(8) 日常的な状況把握と意見傾聴

（委員の範囲）

第３条　次の要件を満たす者とする。

(1) 苦情解決を円滑・円満に図ることができる者であること。

(2) 世間からの信頼性を有する者であること。

（委員の定数）

第４条　委員は３名とし即応性を確保するため個々に職務にあたるが、委員相互の情報交換等連携をとるようつとめる。

	「委員」は中立、公正性の確保から複数とする。尚、神奈川県の指導は３名以上。


（選任方法）

第5条 　理事会が選任し、理事長が委嘱する。

２　委員の任期は２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。

　　また委員は再任されることができる。

（委員の義務）

第６条　委員は職務上知ることのできた秘密を任期中及び退任後も他に漏らしてはならない。

（報酬）

第７条　委員の報酬に関しては別に定める。

	「報酬」については法人の事情に応じて支払うのが望ましい。


第３章　責任者及び担当者

（責任者）

第8条 苦情解決や改善の責任を明確にするため、施設長を責任者とする。

	一法人複数施設を経営の場合は、責任者を理事とすることができる。


（担当者）

第9条 利用者が苦情を申し出やすいよう、担当者を選任し、次の職務を行う。

(1) 利用者からの苦情の受付

(2) 苦情内容、利用者の希望等の確認と記録

(3) 受け付けた苦情を責任者及び委員への報告

２　担当者は、責任者が職員の中から適任者を推薦し、理事長が任命する。

第４章　苦情解決への手順

（利用者への周知）

第10条　責任者は、利用者に対して、委員、担当者及び責任者の氏名を少なくとも年１回は周知させなければならない。

（申出人の範囲）

第11条  申出人は以下の者とする。

(1) 福祉サービスの利用者、その家族、代理人

(2) 民生委員児童委員等の福祉サービスの利用者に関する状況を具体的かつ的確に把握している者

（苦情の受付）

第12条  担当者は利用者等からの苦情を面接、電話、書面などにより随時受け付ける。

　なお、委員も直接苦情を受け付けることができる。

２　担当者は、利用者からの苦情受け付けに際し、次の事項を書面に記録、記録した内容について申出人に確認する。

(1) 苦情の内容

(2) 申出人への希望など

(3) 委員への報告の要否

(4) 申出人と責任者の話し合いへの委員の立ち会い要否

３  前条第２項(3)(4)が不要な場合は、申出人と責任者の話し合いによる解決を図る。

（苦情受付けの報告・確認）

第13条　苦情受け付けの報告・確認は以下のようにする。

(1) 担当者は、受け付けた苦情を責任者に報告する。

(2) 担当者は、前条第２項(3)(4)が不要な苦情についても、委員へ報告する。

(3) 投書など匿名の苦情については、委員にも報告し、必要な対応を行う。

(4) 委員は、担当者から苦情内容の報告を受けた場合は、内容を確認し、申出人に対して報告を受けた旨を通知する。

	13条に関しては規則から外しても差し障りない。


（苦情解決に向けての話し合い）

第14条　責任者は申出人との話し合いによる解決に努める。その際、申出人又は責任者は、必要に応じ委員の助言を求めることができる。

委員の立ち会いによる申出人と責任者の話し合いは次により行う。

(1) 委員による苦情内容の確認

(2) 委員による解決案の調整、助言

(3) 話し合いの結果や改善事項等の書面での記録と確認

なお、責任者も委員の立ち会いを要請することができる。

（神奈川県「運営適正化委員会」の紹介）

第15条　話し合いにより解決できない場合は、委員はか神奈川県社会福祉協議会に設置される運営適正化委員会を紹介するなど必要な情報提供を行う。

第５章　苦情解決の記録・報告

（苦情解決の記録・報告）

第16条　苦情解決の記録・報告は以下のように行う。

(1) 担当者は、苦情受け付けから解決・改善までの経過と結果について書面に記録する。

(2) 責任者は、一定期間ごとに苦情解決結果について委員に報告し、必要な助言を受ける。

(3) 責任者は、申出人に改善を約束した事項について、申出人及び委員に対して、一定期間後、報告する。

（公表）

第17条　責任者は、個人情報に関するものを除く解決結果を「事業報告書」、「広報紙」等に実績を掲載し、公表する。

第６章　雑　　則

第18条　この規則の改正は理事会で行う。

附　　則　　この規則は平成○○年○○月○○日から施行する。
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